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New energy-saving standard performed in April 2014 requires building designers to simulate primary energy 

consumption instead of PAL and CEC values. In general, it is assumed that the BRI’s program
1)

 and the BEST program
2) 

would be used in order to simulate primary energy consumption, but the differences of these two programs are not 

recognized enough. This paper discusses and reveals these differences through numerical validation in an educational 

facility and an office building. 

 

１．はじめに 

エネルギーの使用の合理化に関する法律（以下「省

エネ法」）の改正に伴い平成 26 年 4 月より非住宅建築

物の省エネルギー性評価指標が改正され、延床面積

5,000㎡以上の非住宅建築物においては改修・新築時の

省エネルギー措置の届出のための一次エネルギー消費

量の算定が必須となった。 

 一次エネルギー消費量の推計には主として一次エネ

ルギー消費量算定用 Web プログラム（以下「Web プ

ログラム」） 
1)及び、BEST 平成 25 年省エネ基準対応

ツール 2)の使用が想定される。これら二つのプログラ

ムは異なる計算方法を用いているが、それにより推計

結果にどのような差異が生じるのかは十分に把握され

ていない。 

 本稿では各プログラムの特性を把握することを目的

とし、事務所と教育施設を対象に一次エネルギー消費

量の推計と比較分析を行った結果を述べる。 

 

２．事務所・教育施設を対象とした比較分析 

2.1 検討建物概要 

 表－1に各施設の建築概要を、図－1図－2に各建物

の基準階平面図を示す。各建物の延床面積はともに約

4,500[㎡]であるが事務所は基準階面積が大きく平たい

形状、教育施設は基準階面積が小さく縦長の形状であ

り外皮面積は事務所のほうが教育施設よりも約 45[%]

大きい。また事務所の空調室数は 500[㎡]以上の大部屋

が 3室それ以下の小部屋が 11室であるのに対し、教育

施設は 500[㎡]以下の部屋 55 室で構成されており事務

所は大空間での建物利用、教育施設は小部屋に分割し

ての建物利用がなされている。空調方式はともにヒ－ 図-2 教育施設 基準階平面図 

図-1 事務所 2 階平面図 
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トポンプエアコンのガス方式（GHP）と電気方式（EHP）

の併用方式であるが、教育施設のほうがEHPの比率が大

きい。なお延床面積当たりの冷房能力は事務所が約

160[W/㎡]、教育施設が約 200[W/㎡]であり、教育施設で

は空調の設備容量が比較的大きく設計されている。教育

施設の空調設計においては講義室等人口密度が高い室が

存在していること、また各部屋で間欠運転を想定してい

ること等を設計者が総合的に判断し比較的大きい容量の

空調機を選定している。両建物ともに外気導入に外気処

理空調機および全熱交換機を用いている。 

 

2.2 計算条件 

以下にシミュレ－ションの設定条件を示す。2 つのプ

ログラムの計算方法の差異が推計結果へ及ぼす影響を分

析するため、室使用スケジュ－ル、内部発熱条件、建物

の年間使用スケジュ－ルを各プログラムで同一の条件に

設定した。設定条件はWebプログラムで建物用途・室用

途別に定められている標準室使用条件に統一した。図－3

に各建物の主要室における照明・人体・機器の内部発熱

スケジュ－ルを示す。年間の平日は 241日とし、平日の

み建物が使用されるものとした。 

 

３. 検証結果と考察 

3.1 年間一次エネルギー消費量推計結果 

 図－4 に各建物の年間一次エネルギー消費量推計結果

をシミュレ－ションプログラム別に示す。事務所の延床

面積当たり年間一次エネルギー消費量は Web プログラ

ムを用いた場合 1,228[MJ/㎡・年]、BEST を用いた場合

994[MJ/㎡・年]であった。教育施設の推計結果はWebプ

ログラムを用いた場合 1,193[MJ/㎡・年]、BESTを用いた

場合 1,038[MJ/㎡・年]であった。なお統計 3）によると延

床面積 2,000[㎡]以上 10,000[㎡]未満の事務所の平均年間

一次エネルギー消費量は 1,612[MJ/㎡・年]、教育施設で

は 973[MJ/㎡・年]であり、いずれの推計結果も統計値か

らは大きく外れていない。 

 各プログラムの推計結果を比較すると、Webプログラ

ムの推計値よりもBESTの推計結果のほうが事務所では

約 24[%]、教育施設では約 15[%]小さく推計された。推計

結果の内訳を比較すると事務所・教育施設ともに照明、

コンセント機器、昇降機、その他機器の推計結果に大き

な差異は見られないが空調・換気の推計結果に大きな差

異がみられた。 

 

3.2 機械換気一次エネルギー消費量推計結果 

事務所の換気設備の年間一次エネルギー消費量はWeb

プログラムでは 80[MJ/㎡・年]、BESTでは 10[MJ/㎡・年]

であった。また、教育施設ではWebプログラムで 7[MJ/

㎡・年]、BEST で 0.5[MJ/㎡・年]であった。各プログラ

ムの機械換気の消費電力算定方法を表－3 に示す。Web

プログラムでは換気ファンの電動機出力と電動機効率を

もとに消費電力を算出するのに対し、BEST では換気フ

ァンの風量と静圧から近似式 5）を用いて推定する。この

計算方法に基づき手計算で同様に推計を行ったところ手

計算結果とシミュレ－ション結果に大きな差異はみられ

なかったため、シミュレ－ションプログラム内の計算や

図-4 年間一次エネルギー消費量推計結果 

表-3 機械換気一次エネルギー消費量算定方法 
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図-3 主要室の内部発熱スケジュール 
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出力には問題がないことが確認された。 

 文献より、事務所の換気設備の一次エネルギー消費量

は一般に全体の 6[%]～8[%]を占める 6）。このとき、今回

対象とした事務所の換気設備一次エネルギー消費量は約

89[MJ/㎡・年]、教育施設においても同様の割合で換気一

次エネルギー量が生じるとすれば約 78[MJ/㎡・年]となる

と推測される。この値から判断すると、Webプログラム

の推計値のほうがより実態に近い値を示していると考え

られる。しかし上記の文献値は中央熱源方式を想定した

場合であり、今回のような個別分散方式の場合や、建物

規模、運用方法によって実態値は変化するためどちらの

プログラムの値が実態値に近いのかを結論付けるにはよ

り詳細な比較検証が必要である。 

 

3.3 空調一次エネルギー消費量推計結果 

 空調一次エネルギー消費量推計結果のプログラム間の

差異の原因として、 

1） 熱負荷計算結果の差異 

2） 空調機部分負荷特性の差異 

が考えられる。以下ではこれら 2つの要素に関して分析

を行う。 

 

（1） 熱負荷計算結果の差異 

 図－5 に延床面積あたり年間冷暖房負荷の推計結果を

示す。図－5中の内部発熱は図－3に示す内部発熱スケジ

ュ－ルをもとに冷房・暖房期間内の内部発熱量を躯体の

吸熱による熱遅れ等を無視して概算したものである。 

事務所の熱負荷推結果は Web プログラムでは冷房

353[MJ/㎡・年]、暖房 145[MJ/㎡・年]、BEST では冷房

230[MJ/㎡・年]、暖房 47[MJ/㎡・年]であった。文献 7）

によると延床面積約5,000[㎡]の一般的な事務所の冷房負

荷は約 300 [MJ/㎡・年]、暖房負荷は約 200[MJ/㎡・年]程

度になる。これと推計結果を比較すると、事務所のBEST

の暖房負荷推計結果は過小な値であると判断できる。教

育施設の熱負荷に関して文献等から一般的な数値を得る

ことができなかったが、前述した事務所の文献値と比較

するとWebプログラム・BESTともに暖房負荷が過小と

なっている可能性が示唆される。 

各推計結果のプログラム間の差異を比較すると、冷房

負荷に関してはBESTの冷房負荷はWebプログラムより

も小さく推計され、暖房負荷に関しては教育施設では各

プログラムの結果が概ね一致したものの、事務所では

Webプログラムの結果がBESTの約 3倍となった。これ

らの差異は熱負荷計算方法の差異に起因するものと考え

られる。WebプログラムとBESTの熱負荷計算法の大き

な差異としては建築・空調の連成計算の有無、計算タイ

ムステップの差異、外部負荷の算定方法の差異等がある

が、今回用いたシミュレ－ションプログラムの仕様では

図-5 冷暖房負荷推計結果 

図-7 空調負荷年間累積出現時間（事務所） 

図-8 空調負荷年間累積出現時間（教育施設） 

 

図‐6 GHP部分負荷特性曲線 
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負荷の内訳をもとに詳細な差異の分析を行うことは難し

い。 

 

（2）空調機部分負荷特性の差異 

ここでは両プログラムにおける GHP の部分負荷特性

の差異について分析する。Web プログラムの GHP の部

分負荷特性は冷房・暖房別に設定されており、機器の容

量や性能によらず同一の部分負荷曲線を使用して空調一

次エネルギー消費量の計算を行う 4）。一方、BEST では

空調機の定格入力値（GHP では燃料消費量）をもとに 3 

次式で部分負荷曲線を近似し、中間入力値を用いて近似

式を補正する方法で算出する 5）。本稿ではD 社GHP の

カタログ値を用いて BEST の計算方法に従って能力の

異なる機器ごとに部分負荷特性曲線を求め、Webプログ

ラムと BEST の部分負荷特性を比較した。なお、BEST 

の部分負荷特性の推計には D 社の標準的な機種を選定

し、同一シリ－ズのすべての容量の機器について推計を

行った。  

図－6にWebプログラムのGHP 部分負荷曲線とBEST 

の部分負荷特性を推計した曲線を示す。また、図－7、図

－8 に事務所と教育施設における部分負荷率の年間累積

出現時間を示す。事務所では負荷率 30[%]以下の低負荷

運転時間が年間空調時間に占める割合は冷房で約 70[%]、

暖房で約 96[%]を占める。また、教育施設の低負荷運転

時間の割合は冷房で約 93[%]、暖房で約 99[%]である。 

部分負荷率 30[%]以下での入力比を両プログラムで比

較すると、35.5[kW]以上の機器でBEST の入力比がWeb

プログラムの入力比を概ね下回っている。この時、同一

の負荷率では BEST の計算のほうが Web プログラムよ

りも燃料消費量が少なくなる。なお、今回各建物で使用

したGHP室外機のうち、各建物ともに約半数は35.5[kW]

以下の容量の機器である。これより、低負荷運転時の部

分負荷特性の差異が空調一次エネルギー消費量の差異を

生じさせる一因となっていることがわかる。 

 

４. まとめ 

 本稿では事務所と教育施設を対象に Web プログラム

とBESTの一次エネルギー消費量推計結果を比較した。

これより得られた知見を以下にまとめる。 

1） WebプログラムとBESTの一次エネルギー消費量推

計結果を比較すると各建物ともに BEST の推計結果

のほうが小さくなり、事務所では約 24[%]、教育施

設では約 15[%]の差異がみられた。一次エネルギー

消費量の内訳ごとに比較すると、換気と空調に大き

な差異がみられた。 

2） 換気の推計結果の差異は計算方法の差異に起因する。

Webプログラムの算出方法は換気ファンの電動機出

力と電動機効率をもとに消費電力を算出するもので

るのに対し、BEST の算出方法は換気ファンの風量

と静圧から近似式を用いて推定するものである。 

3） 空調の算出値の差異には熱負荷推計結果の差異と空

調機の部分負荷特性の差異が影響している。 

(a) 熱負荷計算結果は、各建物ともにBESTのほう

が Web プログラムよりも小さく推計された。

文献値との比較より、BESTの熱負荷計算結果

は過小な値が算出されている可能性が示唆さ

れる。 

(b) 各プログラムの部分負荷特性には、低負荷運転

時の性能値に特に差異がみられた。したがって、

低負荷運転時間が長いほど両プログラムの空

調一次エネルギー消費量の差異への影響が大

きくなると考えられる。 

4） 今後は異なる建物用途や規模、空調方式を対象に分

析を行い更なる知見の収集を進めるほか、運用時の

エネルギー消費量の情報収集を可能な限り行い、推

計値との比較分析を行う。 
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